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1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

令和元年度

408,477

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

948,996

目標値

上位

82.7%

成果

 概算人件費 （Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

成果指標
設定理由

①

要介護（要支援）認定率
の全国順位（低い順）
※調整済み認定率

①②　第７期長野県高齢者プラン目標数値備考

No9   老人福祉施設等整備事業（決算額には平成29
年度からの繰越分を含む）
No12 介護給付費負担金事業（平成29年度実績に基
づく精算交付分（過年度再確定分も含む）として補正
予算編成）
No18 介護サービス利用者負担額軽減事業（平成29
年度国庫補助額確定に伴う国庫返還金分として補正
予算編成）
No21 財産処分に伴う国庫返還金（補助事業により取
得した財産の処分に伴う納付金の国庫納付のため、
予算流用）

目標に対する

成果の状況

①市町村が行う介護予防等の取組の支援の推進により、平成30年度の調整済み認定率は14.1％で全国順位２位を維持し、目
標を達成できた。
②要介護（要支援）認定者のうち自宅または地域で暮らしながら介護サービスを受けている者の割合について、施設整備の進
展で施設入所者数が微増したこともあり目標には届かなかったが、着実に増加しつつある。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性
地域包括ケア体制の構築は進みつつあるが、今後は、市町村
の地域包括ケア体制の構築状況を踏まえた支援を行う必要が
ある。

第７期長野県高齢者プランに基づき、地域包括ケア体制構築
状況「可視化」調査等の結果明らかとなった課題を解決するた
め、テーマ別の研修会の開催や伴走型による個別・具体的な
市町村支援の実施等により、地域包括ケア体制の深化・推進を
図る。

33,680,125 31,120,190

21.50 21.50

174,193

33,854,318

176,687

31,296,877

21.80

179,152

34,418,986

51,047

34,188,787

34,239,834

30,794,565

124,000

1,421,301

1,899,968

２位
（14.1%）

82.6%

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

34,331,570

508,474

31,998,448

-1,263,056

31,243,866

2,424,231 778,299

２位
（14.3%）

達成

　その他

現状
(予算編成時)

○生活支援・介護予防推進サポート事業等の推進により、性・年齢調整を行った調整済み要
介護（要支援）認定率は全国と比べて低い方から２番目となっている。
○居宅の要介護（要支援）認定者のうち施設等への入所希望者が19.8%であるのに対し、
53.8％の者は可能な限り自宅で生活したいと考えていることから、引き続き地域包括ケア体制
の構築に向けた取組を推進する必要がある。（H28高齢者生活・介護実態調査）

982,094

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
②

要介護（要支援）認定者のうち自
宅または地域で暮らしながら介
護サービスを受けている者の割
合

29,224,245

1,701,000

29,281,090

776,000
82.5% 未達成

34,508,866

-1,126,292

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 健康長寿

総合的に展開する
重点政策

3-6 中山間地域での暮らしの価値の再発見 4-3 医療・介護提供体制の充実

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援 5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

事業番号 05 08 01

kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 地域包括ケア体制の推進＜介護＞

部局 健康福祉部 課・室 介護支援課

実施期間 S48 E-mail

30年度
決算額

31,120,190 千円

職員数 21.50 人

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

○日常生活をおくるのに手助けが必要になっても、できる限り住み慣れた自宅や地域で自分らしく安心して暮らし続けられる社
会環境（地域包括ケア体制）の構築を目指す。

（主な実施内容：地域包括ケア構築推進事業、生活支援・介護予防推進サポート事業、地域医療介護総合確保基金事業な
ど）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金
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３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

2

3

4

5

6
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11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

1,217

38,400

294,738

14,437

756

748

8,552

59,998

1,667,131

27,287,296

778,947

3,863,794

105,712

3,909

2,177

1,316

8,260

18,846

715

5,713

9,090

0

－

747,354

1,289,320

760,335

2,161

1,724

1,316

7,949

5,617

396

－

65,642

20,644

608

0

6,060

12,342

1,571,517

26,613,215

1,316

7,968

7,170

458

2,209

－

67,764

15,763

750

831

6,761

65,913

1,733,964

26,586,428

－

0

病床転換助成事業交付金 － －

765,685

2,012,384

702,541

3,738

2,626

－

0.00

－

平成29年度終了

高齢者生活・介護に関する
実態調査事業

第7期長野県高齢者プラン
策定事業

介護認定審査会委員等研
修事業

公平・公正な要介護認定を実施するため、研修を行った。
（認定審査会研修14回、調査員研修６回、主治医研修11
回）

1.00

介護サービス利用者負担額
軽減事業

低所得者の負担軽減を図るため、介護保険サービス利用
料等の負担を軽減する事業を行う市町村に対し補助した。
（36市町村３広域連合）

介護保険料軽減事業
低所得者の保険料軽減分を法定負担割合により負担し
た。（63保険者）

0.20

介護保険財政安定化基金
運営事業

保険者の介護保険財政の安定を図るため、基金を適切に
運用した。

0.20

保険者支援事業
介護保険制度の円滑な運営及び介護給付の適正化を図
るため、保険者へのヒアリング等の支援を実施した。

0.20

介護保険審査会運営事業 審査請求の審査・裁決を行った。 0.10

介護給付費負担金事業
63保険者の介護給付及び予防給付に要する費用の一部
を負担した。

0.20

地域支援事業交付金事業
63保険者の地域支援事業に要する費用の一部を負担し
た。

0.20

0.20

老人福祉施設等整備事業

介護基盤の充実を図るため、特別養護老人ホーム等の整
備を行った。
内訳：広域型特別養護老人ホーム(創設2件､改築3件)、養
護老人ホーム（改築1件）、訪問看護事業所（創設1件）

1.40

地域医療介護総合確保基
金事業

介護基盤の充実を図るため、地域密着型介護施設等の整
備を行った。
内訳：地域密着型施設（14件）、施設の開設準備（8件）

1.20

軽費老人ホーム事務費補
助金事業

入所者の収入に応じて減免した事務費分を補助した。
（28施設、利用者延べ人員13,209人）

0.30

国保連苦情処理・事業者適
正化支援事業

国保連の介護サービスに対する相談・苦情処理業務に支
援を行った。

0.10

介護支援専門員資格登録
管理事業

介護支援専門員の質の確保を図るため、介護支援専門員
の資格を登録・管理した。

1.00

喀痰吸引等実施のための
研修事業

介護職員が「痰の吸引」等医療的ケアを安全かつ適切に
できる体制を整備するため、指導者養成、研修実施体制
の検討、業務登録管理を行った。

1.20

「地域包括ケア体制」の構築を推進するため、中山間地域
の介護サービス提供体制の確保、24時間在宅ケアの仕組
みづくり、在宅医療・介護連携の推進、地域包括ケア体制
構築状況の調査・分析等の支援を行った。

4.00
地域包括ケア構築推進事
業

14,179 11,323 18,252

高齢者の自立支援・重度化防止を図るため、市町村を中
心に、住民等の多様な主体が参画して行われる地域の支
え合い体制づくりの取組を支援した。

0.50

虐待防止等にかかる体制を整備するため、市町村等を対
象とした標準研修及び対応力強化研修を実施した。

0.20

合計 21.50 31,998,448 31,120,190 34,188,787

No 30年度　実施内容（実績）
職員数 平成30年度 令和元年度

（人） （当初） （決算） （当初）
細事業名

生活支援・介護予防推進サ
ポート事業

高齢者虐待防止事業

事業者適正化支援事業
サービスの質の向上及び保険給付の適正化を図るため、
事業者に対する集団指導・実地指導、介護保険指定事業
者管理システムの保守等を実施した。

8.40

介護サービス情報の公表事
業

利用者の介護サービスの選択に資するため、インターネッ
トによる公表を行った。

0.80

01,45000.10
補助事業により取得した財産の処分に伴う納付金の国庫
納付を行った。

財産処分に伴う国庫返還金
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

05 08 01

29年度

地域ケア会議サポート事業
直
接

地域ケア会議の円滑な運営を支援するため、広域支援
員及び理学療法士などの専門家を市町村へ派遣する

地域ケア会議の円滑な運営支援のため、専門職等を市
町村へ派遣した（実績：10回延12人）

計画通り
○

711 533 533 253

直
接

地域包括支援センターと地域ケア会議の機能強化を図
るための研修会を実施する

市町村・地域包括支援センターの機能強化を図るた
め、研修会を１回実施した

計画通り
○

266 157 157 70

委
託

地域ケア会議の機能強化を図るためのファシリテー
ション研修会を実施する

地域ケア会議の機能強化のため、ファシリテーション
研修を県下２会場で各２日間実施した
委託先：特定非営利活動法人ＳＣＯＰ

計画通り
○

1,048 1,050 1,050 1,049

在宅医療・介護連携推進支援事業
直
接

市町村における在宅医療・介護連携推進事業の円滑化
を支援する

在宅医療・介護連携推進事業の円滑な実施を図るた
め、市町村を対象に研修会を１回実施した

計画通り
○

192 4,095 669 356

中山間地域介護サービス提供体制
確保モデル事業

補
助
金

中山間地域での介護サービス提供体制の確保を図るた
め、事業所の移動コスト軽減・処遇改善を行うモデル
事業を実施する

中山間地域での介護サービス提供体制の確保を図るた
め、事業所の移動コスト軽減・処遇改善を行うモデル
事業を７自治体で実施した

計画通り
○

30,363 10,548 10,548 5,913

補
助
金

24時間在宅ケアサービスの仕組みづくりをモデル市町
村により展開する

24時間在宅ケアサービスの仕組みづくりをモデル自治
体（上田市）で行った

計画通り
○

852 597 453 453

直
接

市町村を対象とした24時間在宅ケアの仕組みづくりの
研修会等を実施する

市町村を対象に、24時間在宅ケアの理解を促進するた
め、研修会を１回実施した

計画通り
○

79 212 212 177

宅幼老所機能強化事業
補
助
金

地域の身近な福祉拠点としての宅幼老所の機能強化を
図るための研修を実施する

宅幼老所の機能強化を図るため、研修の支援を行った
補助先：NPO法人長野県宅老所･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ連絡会

計画通り
○

557 557 557 557

地域包括ケア体制確立のための構
築状況「可視化」事業

委
託

市町村が重点的に取り組むべきことを明確にするとと
もに、県の有効な支援策を把握するため、全日常生活
圏域の地域包括ケア体制の構築状況を調査、分析する

日常生活圏域を対象に調査を実施し、調査結果を分析
した

計画通り
○

2,500 2,495

しあわせ信州地域包括ケア大賞事
業

－ 0 11,285 0

介護予防推進モデル事業
委
託

フレイル予防等に関する市町村の取組成果を県下一律
の基準で評価・公表する仕組を構築する

市町村の取り組み成果を県下一律の基準で評価するた
め、関係機関との検討を２回実施した（検討を進める
中で事業の実施方法等についても再検討を行った結
果、データ分析の委託は実施しなかった）

計画未満
△

0 500 250 0

『地域づくりによる介護予防』推
進事業

直
接

－ 0 560 0

介護予防等推進研修事業
直
接

市町村等の職員がフレイル予防等に必要な知識・技術
を習得するための研修会を開催する

市町村等の職員がフレイル予防等に必要な知識・技術
を習得するための研修会を１回実施した

計画通り
○

100 182 150 148

介護予防ケアマネジメント研修
事業

直
接

総合事業のサービスを適切に提供するための「介護予
防ケアマネジメント」の能力向上の研修を開催する

介護予防ケアマネジメントの能力向上を支援するた
め、研修会を２回開催した

計画通り
○

235 235 235 162

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

細事業
No

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）

地域包括ケア推進研修事業

24時間在宅ケアサービス推進事業

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

健康福祉部 介護支援課課・室地域包括ケア体制の推進＜介護＞

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

地域包括ケア構築推進事業1

2
生活支援・介護予防推進サポート
事業
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05 08 01

29年度

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

細事業
No

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

健康福祉部 介護支援課課・室地域包括ケア体制の推進＜介護＞

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

介護予防の推進に資するリハビリ
テーション専門職育成事業

補
助
金

介護予防の推進に資する指導者を育成する事業に対
し、補助金を交付する

介護予防の推進に資する指導者を育成するため、長野
県理学療法士会及び長野県作業療法士会に対し、研修
会の実施を支援した

計画通り
○

829 712 712 570

リハビリテーション専門職派遣事
業

直
接

－ 0 725 0

生活支援コーディネーター養成
研修事業

直
接

生活支援コーディネーターの養成、ネットワーク化を
図る研修会を実施する

生活支援コーディネーターの養成、ネットワーク化を
図る支援のため、養成研修会１回、検討会３回、ネッ
トワーク研修会２回実施した

計画通り
○

948 862 862 337

高齢者虐待防止事業 高齢者虐待防止推進事業
直
接

虐待の予防や高齢者等へ適切な援助を実施できる体制
の整備を目指し、市町村担当職員及び養介護施設従事
者への研修を行う

虐待防止等にかかる体制を整備するため、市町村等を
対象とした標準研修及び対応力強化研修を実施した

計画通り
○

458 458 458 396

介護保険事業者集団指導
直
接

サービス種別等ごとに報酬算定や運営基準等について
研修を行う

介護サービスの質の確保等を図るため、集団指導を実
施した

計画通り
○

1,920 1,920 1,920 1,645

圏域介護保険事業者研修事業
委
託

介護サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図る
ため、10圏域ごとに地域の課題を踏まえた研修を行う

介護サービスの質の確保等を図るため、圏域ごとに研
修を実施した
委託先：各圏域介護保険事業者連絡協議会（随契）

計画通り
○

1,288 1,288 1,288 1,086

介護保険指定機関等管理システム
の保守

委
託

介護保険指定機関等管理システムの保守を行う
システムの保守（通年）
委託先：ニッセイ情報テクノロジー（株）（随契）

計画通り
○

1,300 1,300 1,300 1,300

介護保険指定機関等管理システム
の改修

－
システムの改修が必要となり、急遽改修を実施した
委託先：ニッセイ情報テクノロジー（株）（随契）

　 3,240 0 0 324

介護保険指定機関等管理システム
の第二仮想化基盤への移行

－ 432 0 0

介護報酬改定及び制度改正に伴う
説明会の開催等

直
接

介護報酬改定及び制度改正に関する説明会を開催する
円滑な制度運営のため、制度改正に係る説明会を実施
した

計画通り
○

3,186 2,392 2,043 1,102

介護報酬改定等影響調査
直
接

介護報酬改定等に伴う事業所等への影響を調査し、状
況の把握と分析を行う

平成30年度の介護報酬改定の影響等を把握し、今後の
県の施策展開や国への要望の参考とするため、県内の
事業所に対し調査を実施した

計画通り
○

0 1,545 619 160

介護サービス情報の公表事業 介護サービス情報公表事業
委
託

利用者等による適切な介護サービスの選択に資するた
め、介護サービス事業所の情報をインターネットによ
り公表する

利用者の介護サービスの選択に資するため、インター
ネットによる公表を行った
委託先：（社福）長野県社会福祉協議会（随契）

計画通り
○

7,900 7,968 7,968 7,949

国保連苦情処理・事業者適正化支
援事業

国保連苦情処理・事業者適正化支
援事業

補
助
金

国保連が実施する相談・苦情処理業務に対し助成する
国保連の介護サービスに対する相談・苦情処理業務に
支援を行った
補助先：長野県国民健康保険団体連合会

計画通り
○

1,316 1,316 1,316 1,316

介護支援専門員資格登録管理事業 介護支援専門員資格登録管理業務
直
接

介護支援専門員の資格を登録・管理する
介護支援専門員の質の確保を図るため、介護支援専門
員の資格を登録・管理した

計画通り
○

1,896 2,626 2,626 1,724

3

5

2
生活支援・介護予防推進サポート
事業

事業者適正化支援事業4

6

7
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29年度

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

細事業
No

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

健康福祉部 介護支援課課・室地域包括ケア体制の推進＜介護＞

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

喀痰吸引等研修実施のための指導
者養成講習

直
接

「痰の吸引」等の研修に係る、指導者養成講習、研修
実施体制の検討を行う

痰の吸引等を安全かつ適切にできる体制を整備するた
め、指導者養成講習を３回、検討委員会を１回開催し
た

計画通り
○

2,669 2,669 2,669 1,164

直
接

喀痰吸引等業務登録に係る管理事務を行う 喀痰吸引等業務に係る登録・管理を行った
計画通り

○
97 97 97 25

委
託

喀痰吸引等管理業務システムの保守、改修を行う
システムの保守（通年）、改修
委託先：（株）NTTデータ信越（随契）

計画通り
○

2,441 972 972 972

老人福祉施設等整備事業 老人福祉施設等整備事業補助金
補
助
金

介護基盤の充実を図るため、特別養護老人ホーム等の
整備を行う
内訳：広域型特別養護老人ホーム(創設2件､改築1件)

介護基盤の充実を図るため、特別養護老人ホーム等の
整備を行った
内訳：広域型特別養護老人ホーム(創設2件､改築3件)、
養護老人ホーム（改築1件）、訪問看護事業所（創設1
件）

計画通り
○

1,861,003 702,541 702,541 -34,903 760,335

介護施設等整備事業補助金
補
助
金

介護基盤の充実を図るため、地域密着型介護施設等の
整備を行う
内訳：地域密着型施設(24件⇒14件)､施設の開設準備
(33件⇒9件)、既存施設の改修(1件⇒0件)

介護基盤の充実を図るため、地域密着型介護施設等の
整備を行った
内訳：地域密着型施設（14件）、施設の開設準備（8
件）

計画通り
○

1,603,297 886,694 884,894 -528,639 709,717

基金の運用
直
接

地域医療介護総合確保基金事業の実施に必要な経費の
積立・運用を行う

地域医療介護総合確保基金事業の実施に必要な経費の
積立・運用を行った

計画通り
○

1,868,800 1,150,914 1,127,490 -547,887 579,603

軽費老人ホーム事務費補助金 軽費老人ホーム事務費補助金
補
助
金

入所者の収入に応じて減免した事務費分を補助する
（28施設、利用者延べ人員13,488人）

入所者の収入に応じて減免した事務費分を補助した
（28施設、利用者延べ人員13,209人）

計画通り
○

737,922 799,348 765,685 747,354

介護給付費負担金交付事業 介護給付費負担金
負
担
金

保険者の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を
負担する

63保険者の介護給付及び予防給付に要する費用の一部
を負担した

計画通り
○

26,722,810 26,443,632 26,586,428 26,787 26,613,215

地域支援事業交付金 地域支援事業交付金
交
付
金

保険者の地域支援事業に要する費用の一部を負担する
63保険者の地域支援事業に要する費用の一部を負担し
た

計画通り
○

1,430,909 1,733,964 1,733,964 -141,157 1,571,517

交付事業 － 18,410 0 0

貸付事業
貸
付
金

保険料収納率の悪化や見込を上回る給付費の増大等に
より介護保険事業を運営する財源に不足が生じた保険
者に、資金の貸付を行う

貸付希望がなかったため未実施
未実施

×
48,239 48,239 48,239 -48,239 0

積立事業
直
接

貸付金の返還金及び運用益の基金への積立を行う
前期貸付金の償還金及び運用益の基金への積立を行っ
た

計画通り
○

51,977 17,674 17,674 -5,331 12,342

保険者支援事業
介護給付適正化推進事業

直
接

保険者に対して巡回相談、会議等を開催し、必要な助
言・支援を行う

保険者に対するヒアリングの実施等により、必要な助
言・支援を行った

計画通り
○

5,434 3,865 3,865 3,809

介護給付適正化推進業務
委
託

介護給付適正化を図るため、縦覧点検、保険者への研
修、ケアプラン点検等の支援を行う

介護給付適正化を図るため、縦覧点検、研修・説明
会、ケアプラン点検支援を実施した
委託先：長野県国民健康保険団体連合会（随契）、
（特非）長野県介護支援専門員協会（随契）

計画通り
○

1,301 3,095 2,896 2,251

15 保険者支援事業

認定特定行為従事者及び登録喀痰
吸引等事業者等登録管理業務

9

10 地域医療介護総合確保基金事業

11

12

13

14 介護保険財政安定化基金運営事業

喀痰吸引等実施のための研修事業8
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No

項目

実
施
方
法
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30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
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(千円)

健康福祉部 介護支援課課・室地域包括ケア体制の推進＜介護＞

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

介護保険審査会運営事業 介護保険審査会運営
直
接

審査請求の審理・裁決を行うための介護保険審査会を
運営する

審査請求の審査・裁決を行った(裁決３件（介護保険審
査会開催は0回））

計画通り
○

831 831 831 0

介護認定審査会委員等研修事業 介護認定審査会委員等研修事業
直
接

要介護認定の公平・公正な実施のため、介護認定審査
会委員、認定調査員及び主治医に対する研修を行う

公平・公正な要介護認定を実施するため、研修を行っ
た（介護認定審査会研修14回、認定調査員研修６回、
主治医研修11回）

計画通り
○

750 750 750 608

介護サービス利用者負担額軽減補
助金

補
助
金

低所得者の負担軽減を図るため、介護保険サービス利
用料等の負担を軽減する事業を行う市町村に対し補助
する

低所得者の負担軽減を図るため、介護保険サービス利
用料等の負担を軽減する事業を行う市町村に対し補助
した
（36市町村３広域連合）

計画通り
○

16,490 15,854 15,763 3,643 10,474

国庫返還金
直
接

－ H29実施事業の実績に伴い、国庫補助金を返還した 10,170 10,170

介護保険料軽減事業 介護保険料軽減負担金
負
担
金

低所得者に対して保険料軽減を行い、軽減分を法定負
担割合により負担する

低所得者の保険料軽減分を法定負担割合により負担し
た（63保険者）

計画通り
○

67,850 80,540 67,764 65,642

計画策定懇話会の設置運営 － 　 901 0 0

計画策定支援業務委託 　 － 　 7,619 0 0

財産処分に伴う国庫返還金 財産処分に伴う国庫返還金
直
接

－
補助事業により取得した財産の処分に伴う納付金の国
庫納付を行った

1,450

34,508,866 31,945,302 31,998,448 -1,263,056 31,120,190

20
第7期長野県高齢者プラン策定事
業

18
介護サービス利用者負担額軽減事
業

合　　　　計

17

19

16

21


